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市民団体やＮＰＯなどの育成 

市政への市民参加の推進 

(１) 審議会等への市民公募委員の登用人数 

(２) 市内ＮＰＯ法人数 

(３) 地域活動拠点施設数 

地域の担い手である地域の自治会や自主団体等で行うコミュ
ニティ活動事業等に対しその経費の一部を補助し協働のまち
づくりの推進を図ることができました。コロナ禍で補助金説
明会や活用団体との交流会が開催できなかったため動画を作
成しYouTubeによる配信を行いました。また、補助金制度の
見直しを検討するため、活用団体へアンケートを行い要望等
の実態把握に努めました。数多くの地域づくり団体が補助金
を活用して活動をしていますが、各団体が自立できるように
促すような仕組みづくりが必要であります。

市民協働課

（３）地域活動団体等の活動拠点施設等の整備
・地域活動の各種情報の収集・発信や地域活動団体の交流及び活動の拠点となるス
ペースの確保を図ります。

市民活動スペースの設置に向け周辺自治体の視察や関係各課
との情報・意見交換を行いました。これにより活動スペース
の利用状況や利用環境の具体的なイメージを持つことがで
き、プレオープンに向け準備を進めました。今後は、利用団
体数の拡大や利便性向上のため提供可能なサービス内容の検
討をする必要があります。

市民協働課
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0

9

0

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和10年度

% 8.2 ➚

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値

(平成29年度)
目指す方向性

中間値
(令和４年度)

施策コード 基本目標 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 

６ ２ 施策目標 市民協働の推進 

第２次総合計画施策評価シート《令和３年度分》

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する

C
（２）地域活動団体、ＮＰＯ等の育成・支援
・地域づくり補助金制度の周知及び有効活用を図り、地域活動団体やＮＰＯ、ボラン
ティア団体等が実施する自主的・主体的な活動を育成・支援します。

か所 0 0

目指すべきまちの姿 誰もが地域活動に積極的に参加し、多様な分野にわたって、共に活躍しています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】 この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課
評価

【ＣＨＥＣＫ】

（１）多様な分野における市民参画・協働の促進
・各種行政計画の策定、点検・評価、見直しに際しては、ワークショップなど市民参
画・協働体制の充実を図り、政策形成過程からその見直しまでの市民の参画・協働を
促進します。
・文化行事やイベント等の企画・運営への市民及び民間企業の参画・協働を促進しま
す。
・市民や事業者等との情報交換や交流を促進し、まちづくりへの意識啓発や参画機会
の提供を通してパートナーシップの構築を図ります。

審議会委員等において６名の公募委員に参画していただき、
計画策定などについて意思形成の段階から市民の参画・協働
を図ることができました。

市民協働課 B

9 10

人 4 3 4 6 5 6

C

7

1

% 11.2 ➚

1

団体 5



施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

市のまちづくりに関わる各種計画策定には、公募委員やワークショップなどへの市民の積極的な参画により、地域課題の解決や公共サービスの提
供が可能となるので、引き続き市民と行政との協働が必要であります。
また、市民の活動拠点としてオープンスペースを活用することで、地域活動に必要な情報の収集・発信の場として積極的に行えるよう引き続き活
動や交流拠点の在り方についての検討をしていく必要があります。

(1) 審議会等への市民参画 市民協働課

市政への市民参画を推進するため、審議会委員等への市民公
募を引き続き推進する必要があると考えます。他市で行って
いる、市政に関心を持つ市民をあらかじめ登録しておき、登
録された市民委員の中から審議会等の委員を選任する「市民
委員登録制度」を調査研究することも有用と考えます。

現状維持

市民協働課

市民協働課

ＮＰＯやボランティア団体等の自主的な活動を継続するため
には、引き続き財政的な支援を行っていく必要があると考え
ます。財政的な支援を行っていくための要綱を見直し適切な
事業に支援を行っていけるよう検討していく必要がありま
す。

団体の作業スペース等の活用だけでなく、情報発信を行い、
人材の発掘や育成を積極的に行えるよう指定管理者制度等の
導入を検討していく必要があると思います。

協働のまちづくり推進事業

地域活動拠点施設等整備事業

(2)

（3）

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

現状維持

現状維持



事業Ｎｏ

(1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

審議会等への市民参画 市民協働課 市民協働グループ 令和4年7月7日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和３年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

2 市民協働の推進 

1
多様な分野における市民参画・協働の推進

審議会等への市民参画

基本目標

施策目標

市民のニーズや地域課題が複雑・多様化する中、限られ
た予算や人材で行政サービスを継続していくにあたり、
各分野における地域の諸課題を自らの問題として捉え解
決していくため、政策形成過程から市民の参画を得るこ
とで、市民目線に合った行政サービスの展開及び市民の
参画意識の向上を図ります。

令和元 年度 終了年度 令和10 年度

各種行政計画の策定、点検・評価、見直しに際し、委員
公募やワークショップなどにより市民参画・協働体制の
充実を図ります。

開始年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

指標の分析

市民参画の手法・制度としてパブリックコメント・ワー
クショップ・市民意識調査（アンケート）・市民公募委
員等が挙げられます。これらは行政運営の市民参画の推
進のため重要です。
幅広い意見を掘り起こすためにも審議会等への市民参画
は必要です。

0

令和３年度

0

0

人 4 3 4 6 5

(補助額) (補助額)

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度

6

(補助額)

(補助額) (補助額)

0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業内訳

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

0

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

令和３年度（実績） 令和５年度（計画）

評価の結果

(補助額)

(補助額)

0

令和10年度

(補助額) (補助額)

令和４年度 令和５年度

令和３年度（計画） 令和４年度（計画）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

審議会等への市民公募委員の登用人数は、前年度までの４名（子ども・子育て会議１名、青少年問題協議会２名男
女共同参画審議会委員の１名）に、地域公共交通活性化協議会２名が増え、６名の実績となりました。令和３年10
月施行の弥富市審議会等委員への女性の登用推進要綱等により、更に市民参画を推進していきます。

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

(補助額)(補助額)

団体

必要性

効率性

妥当性

施策への貢献度

前年同様、パブリックコメントやワークショップ等につ
いて、必要がある場合には各課において広報誌や市ホー
ムページで広く周知し、募集を行っています。

各種審議会等は市が実施するため、その市民参画も市が
促すべきです。

審議会等への市民参画は、総合計画における市民協働の
推進を図るために必要な事業であり、多様な分野におけ
る市民参画・協働の促進に繋がります。

(補助額) (補助額) (補助額)

0 合　　　計 0 合　　　計 0 合　　　計

令和２年度

0 (補助額)

(補助額)

項目 評価視点

課長意見 方向性

市政への市民参画を推進するため、審議会委員等への市民公募を引き続き推進する必要があ
ると考えます。他市で行っている、市政に関心を持つ市民をあらかじめ登録しておき、登録
された市民委員の中から審議会等の委員を選任する「市民委員登録制度」を調査研究するこ
とも有用と考えます。

(１) 審議会等への市民公募委員の登用人数 

(３) 地域活動拠点施設数 

(２) 市内ＮＰＯ法人数 10

1

7

1

7

0か所

5

0



事業Ｎｏ

(2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

地域の団体等が、自主的かつ主体的に行う公益的なコ
ミュニティ活動事業に対し、その経費の一部を補助しま
す。

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市地域づくり補助金交付要綱

弥富市学区（地区）コミュニティ推進協議
会補助金交付要綱

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度

2
地域活動団体、ＮＰＯ等の育成・支援

主要事業 協働のまちづくり推進事業

事業目的

少子高齢化社会の到来や地方分権社会に対応した市政運
営を図るとともに市民と行政との協働のまちづくりを推
進し、情報・意識の共有、市民参画、ＮＰＯ等の育成・
支援を行います。 主な協働・

関連団体等

自治会、町内会、ボランティア団体

ＮＰＯ、グループ、コミュニティ推進協議
会

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和３年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

協働のまちづくり推進事業 市民協働課 市民協働グループ 令和4年7月7日

基本計画

基本目標 6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

施策目標 2 市民協働の推進 

主要施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

限られた予算や人材で行政サービスを継続していくに
は、多様な分野での市民参画が必要です。各団体が補助
を受け、継続して活動できるよう、市が引き続き実施す
べきです。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

協働のまちづくり推進事業は、総合計画における市民協
働の推進に必要な事業であり、地域活動団体、ＮＰＯ等
の育成・支援に繋がります。

課長意見 方向性

ＮＰＯやボランティア団体等の自主的な活動を継続するためには、引き続き財政的な支援を
行っていく必要があると考えます。財政的な支援を行っていくための要綱を見直し適切な事
業に支援を行っていけるよう検討していく必要があります。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

市民との協働のまちづくりを推進するためには、地域の
様々な担い手（地域活動団体やＮＰＯ等）の主体的な活
動を最大限に尊重するとともに、行政による資金面の支
援が必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

補助対象経費について申請者へ適切に聞き取りを行うこ
とにより地域づくりに対する認識や理解を促しました。
コロナ禍において地域の団体等の活動が中止や規模縮小
されたことにより事業費が減少しました。

指標の分析 市内ＮＰＯ法人数については、前年度と同様９団体であり、令和５年度の目標値を達成しています。

評価の結果項目 評価視点

1 1か所 0 0

人 4 3 5 6

団体 5 7 9 9 7 10

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和３年度（実績） 令和３年度（計画） 令和４年度（計画）

(補助額)

合　　　計 2,401 合　　　計 15,350 合　　　計 15,350 合　　　計 15,350

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

1,382
コミュニティ推進協
議会補助金 13,000

コミュニティ推進協
議会補助金 13,000

コミュニティ推進協
議会補助金 13,000

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

コミュニティ推進協
議会補助金

令和５年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

地域づくり補
助金

1,019
地域づくり補
助金

2,350
地域づくり補
助金

2,350
地域づくり補
助金

2,350

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(１) 審議会等への市民公募委員の登用人数 

(３) 地域活動拠点施設数 

(２) 市内ＮＰＯ法人数 



事業Ｎｏ

（3）

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

地域活動の各種情報の収集・発信や地域活動団体の交流
及び活動の拠点となるスペースの整備を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 令和元 年度 終了年度 令和10 年度

3
地域活動団体等の活動拠点施設等の整備

主要事業 地域活動拠点施設等整備事業

事業目的

市民との協働を目指したまちづくりを推進するため、誰
もが気軽に参加できる場を提供し、自主性・主体性を
持った市民活動を支援します。

主な協働・
関連団体等

ＮＰＯ、地域活動団体

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和３年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

地域活動拠点施設等整備事業 市民協働課 市民協働グループ 令和4年7月7日

基本計画

基本目標 6 【協働・行財政】 市民と行政がつながり、共につくるまち 重点施策

施策目標 2 市民協働の推進 

主要施策



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

現状維持

妥当性
・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

公共施設内に拠点を整備することで、施設利用を安価又
は無償ででき、規模の小さな団体でも継続して活動でき
るため、市が実施すべきです。

施策への貢献度
・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

地域活動拠点施設等整備事業は、総合計画における市民
協働の推進に必要な事業であり、地域活動の各種情報の
収集・発信や地域活動団体の交流及び活動の拠点となる
スペースの整備に繋がります。

課長意見 方向性

団体の作業スペース等の活用だけでなく、情報発信を行い、人材の発掘や育成を積極的に行
えるよう指定管理者制度等の導入を検討していく必要があると思います。

必要性
・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

地域活動を行う各団体の活動内容や活動状況、協働の取
組事例などの情報を発信したり、活動拠点となるスペー
スを整備することは、団体間の繋がりが生まれ、地域主
体の活動が活性化するため、必要です。

効率性

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

周辺自治体の状況や情報収集を行いました。地域活動に
特化した施設である必要性はなく、他の事業や目的と共
有できる多様性のある施設やスペースで代用できると考
えます。

指標の分析
令和３年度も地域活動拠点施設数は０箇所ですが、令和４年度市民活動スペースプレオープンに向け準備を行いま
した。

評価の結果項目 評価視点

1 1か所 0 0 0 0

人 4 3 5 6

団体 5 7 7 10

(補助額) 0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0 (補助額) 0 (補助額) 0

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和３年度（実績） 令和３年度（計画） 令和４年度（計画）

(補助額)

合　　　計 0 合　　　計 0 合　　　計 0 合　　　計 0

(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額) (補助額)

(補助額) (補助額) (補助額) (補助額)

令和５年度（計画）
内訳

（具体的な内容）
事業費

（直接経費）

0 0 0 0

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

(１) 審議会等への市民公募委員の登用人数 

(３) 地域活動拠点施設数 

(２) 市内ＮＰＯ法人数 


